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貸出金に関する指標

科目別貸出金残高 （単位：百万円）

2023年度 2024年度
合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門

手 形 貸 付 期末残高 170,654 169,985 668 143,198 142,518 679
平均残高 162,891 162,255 636 152,160 151,374 785

証 書 貸 付 期末残高 3,511,697 3,451,435 60,262 3,637,739 3,577,823 59,915
平均残高 3,454,603 3,400,162 54,441 3,549,968 3,488,328 61,639

当 座 貸 越 期末残高 315,819 315,819 ― 340,848 340,848 ―
平均残高 294,448 294,448 ― 304,307 304,307 ―

割 引 手 形 期末残高 8,568 8,568 ― 4,666 4,666 ―
平均残高 7,445 7,445 ― 6,097 6,097 ―

合 　 　 計 期末残高 4,006,739 3,945,808 60,930 4,126,452 4,065,857 60,595
平均残高 3,919,389 3,864,311 55,077 4,012,534 3,950,109 62,425

（注） 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しております。

貸出金の残存期間別残高 （単位：百万円）

区　　分 2024年3月31日 2025年3月31日

貸 出 金

１ 年 以 下 331,628 297,818
１ 年 超 ３ 年 以 下 313,784 355,884
３ 年 超 ５ 年 以 下 469,029 460,187
５ 年 超 ７ 年 以 下 335,821 336,510
７ 年 超 2,240,655 2,335,203
期間の定めのないもの 315,819 340,848
合 計 4,006,739 4,126,452

固 定 金 利

１ 年 以 下 ― ―
１ 年 超 ３ 年 以 下 187,574 200,407
３ 年 超 ５ 年 以 下 222,793 215,154
５ 年 超 ７ 年 以 下 243,880 237,016
７ 年 超 1,231,047 1,183,362
期間の定めのないもの 308,381 333,040
合 計 ― ―

変 動 金 利

１ 年 以 下 ― ―
１ 年 超 ３ 年 以 下 126,210 155,477
３ 年 超 ５ 年 以 下 246,236 245,032
５ 年 超 ７ 年 以 下 91,941 99,494
７ 年 超 1,009,608 1,151,840
期間の定めのないもの 7,437 7,808
合 計 ― ―

（注） 1. 残存期間別1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。
　　 2. 「期間の定めのないもの」は当座貸越です。

貸出金業種別内訳 （単位：件、百万円、％）
2024年3月31日 2025年3月31日

貸出先数 貸出金残高 貸出先数 貸出金残高
金　額 構成比 金　額 構成比

国内店分（除く特別国際金融取引勘定分） 105,724 4,006,739 109,771 4,126,452
製 造 業 3,152 362,023 9.04 3,075 378,460 9.17
農 業 、 林 業 158 3,985 0.10 151 3,768 0.09
漁 業 1 13 0.00 1 9 0.00
鉱業、採石業、砂利採取業 13 1,059 0.03 13 1,147 0.03
建 設 業 4,638 206,553 5.15 4,695 217,808 5.28
電気・ガス・熱供給・水道業 94 46,818 1.17 100 50,860 1.23
情 報 通 信 業 227 13,796 0.34 230 12,533 0.30
運 輸 業、 郵 便 業 1,198 164,593 4.11 1,209 164,467 3.99
卸 売 業、 小 売 業 3,547 294,389 7.35 3,594 305,881 7.41
金 融 業、 保 険 業 136 170,682 4.26 135 164,495 3.99
不動産業、物品賃貸業 7,436 1,059,665 26.45 7,640 1,090,665 26.43
各 種 サ ー ビ ス 業 4,957 352,595 8.80 5,136 361,184 8.75
地 方 公 共 団 体 88 200,576 5.00 85 201,915 4.89
そ の 他 80,079 1,129,992 28.20 83,707 1,173,260 28.44

特別国際金融取引勘定分 ― ― ― ― ― ―
政 府 等 ― ― ― ― ― ―
金 融 機 関 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 ― ― ― ― ― ―

合 計 105,724 4,006,739 100.00 109,771 4,126,452 100.00
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貸出金使途別残高 （単位：百万円）

2024年3月31日 2025年3月31日
金　額 構成比（％） 金　額 構成比（％）

設 備 資 金 2,252,850 56.23 2,334,996 56.59
運 転 資 金 1,753,889 43.77 1,791,456 43.41
合 計 4,006,739 100.00 4,126,452 100.00

中小企業等に対する貸出金残高 （単位：百万円）

2024年3月31日 2025年3月31日
総 貸 出 金 残 高（Ａ） 4,006,739 4,126,452
中 小 企 業 等 貸 出 金 残 高（Ｂ） 3,225,635 3,320,517

比 率
（Ｂ）

80.50% 80.46%
（Ａ）

（注）  中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、飲食業、物品賃貸業等は5千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（た
だし、卸売業、物品賃貸業等は100人、小売業、飲食業は50人）以下の企業等であります。

個人ローン残高 （単位：百万円）

2024年3月31日 2025年3月31日
個 人 ロ ー ン 1,552,378 1,614,794

住 宅 ロ ー ン 953,630 987,276
そ の 他 ロ ー ン 598,747 627,517

特定海外債権残高
該当事項はありません。

貸出金及び支払承諾見返の担保別内訳 （単位：百万円）

2024年3月31日 2025年3月31日
貸出金 支払承諾見返 貸出金 支払承諾見返

有 価 証 券 6,527 ― 6,214 ―
債 権 4,521 ― 5,061 ―
商 品 2,619 ― 2,417 ―
不 動 産 837,713 876 858,634 640
そ の 他 142,522 1,153 149,797 1,440

計 993,904 2,030 1,022,125 2,080
保 証 1,905,097 ― 1,915,951 ―
信 用 1,107,737 3,089 1,188,376 3,060
合 計 4,006,739 5,119 4,126,452 5,141

預貸率 （単位：百万円）

2023年度 2024年度
合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門

預 金 期 末 残 高 5,027,720 5,015,679 12,040 5,093,618 5,081,194 12,424
期中平均残高 4,937,038 4,924,456 12,581 5,013,038 5,000,688 12,349

貸 出 金 期 末 残 高 4,006,739 3,945,808 60,930 4,126,452 4,065,857 60,595
期中平均残高 3,919,389 3,864,311 55,077 4,012,534 3,950,109 62,425

預　貸　率（％） 期 末 値 79.69 78.66 506.05 81.01 80.01 487.72
期 中 平 均 値 79.38 78.47 437.76 80.04 78.99 505.48

（注）預貸率 ＝ 貸出金×100預金
預金には、譲渡性預金を含んでおります。
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貸倒引当金の内訳 （単位：百万円）
2023年度 2024年度

期首残高 期中増加額 期中減少額
（目的使用）

期中減少額
（その他） 期末残高 期首残高 期中増加額 期中減少額

（目的使用）
期中減少額
（その他） 期末残高

一 般 貸 倒 引 当 金 10,808 7,830 ― 10,808 7,830 7,830 7,366 ― 7,830 7,366
個 別 貸 倒 引 当 金 5,550 6,357 2,999 2,551 6,357 6,357 5,424 3,265 3,092 5,424
合 計 16,359 14,188 2,999 13,360 14,188 14,188 12,790 3,265 10,922 12,790

（注） 償却・引当基準
ア.一般貸倒引当金

正 常 先 債 権 今後1年間の予想損失額を貸倒実績率により算出し、一般貸倒引当金に計上
要 注 意 先 債 権 要管理債権（3カ月以上延滞債権もしくは貸出条件緩和債権のある要注意先債権）と要管理先債権以外

の要注意先債権を区分し、その区分毎に今後の一定期間における予想損失額を一般貸倒引当金に計上
要 管 理 先 債 権 今後3年間の予想損失額を貸倒実績率により算出し、一般貸倒引当金に計上
要管理先債権以外の
要 注 意 先 債 権 今後1年間の予想損失額を貸倒実績率により算出し、一般貸倒引当金に計上

イ.個別貸倒引当金

破 綻 懸 念 先 債 権 担保・保証等により保全のない部分のうち、今後3年間の予想損失額を貸倒実績率により算出し、個別貸
倒引当金に計上

実 質 破 綻 先 債 権 予想損失額（担保・保証等により保全のない部分の全額）を個別貸倒引当金に計上もしくは貸倒償却破 綻 先 債 権

貸出金償却額 （単位：百万円）
2023年度 2024年度

貸 出 金 償 却 額 ― ―
（注）  貸出金償却額は、貸出金及び貸出金利息の償却額から、すでに繰入済みの個別貸倒引当金の当該償却に係わる取崩額を控除した額を計上しております。

銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権 （単位：百万円）

項　　　目 2024年3月31日 2025年3月31日
金　額 割　合（％） 金　額 割　合（％）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 11,509 0.28 12,569 0.30
危 険 債 権 30,218 0.74 29,394 0.70
三 月 以 上 延 滞 債 権 ― ― ― ―
貸 出 条 件 緩 和 債 権 28,608 0.70 24,386 0.58
合 計 70,336 1.73 66,349 1.59
正 常 債 権 3,973,033 98.26 4,097,109 98.40

（注）割合は、総与信に占める各債権額の比率を示しております。

金融再生法に基づく資産査定結果
（1）2024年3月31日 （単位：億円）

与信残高 総与信残高比率（％） 担保・保証による保全額 引当額 保全率（％）
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 115 0.2 87 27 100.00 
危 険 債 権 302 0.7 213 35 82.45 
要 管 理 債 権 286 0.7 166 31 69.07 
小 計 703 1.7 467 94 79.88 
正 常 債 権 39,730 
合 計 40,434 

（2）2025年3月31日 （単位：億円）
与信残高 総与信残高比率（％） 担保・保証による保全額 引当額 保全率（％）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 126 0.3 93 31 100.0
危 険 債 権 294 0.7 233 22 86.9
要 管 理 債 権 244 0.5 143 27 70.0
小 計 663 1.5 470 81 83.2
正 常 債 権 40,971
合 計 41,635

（注）   資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（1998年法律第132号）第6条に基づき、当行の貸借対照表の社債（当該社債を
有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が金融商品取引法（1948
年法律第25号）第2条第3項に規定する有価証券の私募によるものに限る。）、貸出金、外国為替、その他資産中の未収利息及び仮払金、支払承諾
見返の各勘定に計上されるもの並びに貸借対照表に注記することとされている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は
賃貸借契約によるものに限る。）について債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として次のとおり区分するものであります。

　 ・破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　　   破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対

する債権及びこれらに準ずる債権。
　 ・危険債権
　　   危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りが

できない可能性の高い債権。
　 ・要管理債権
　　   要管理債権とは、三月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権。
　 ・正常債権
　　   正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」

以外のものに区分される債権。

貸出金に関する指標
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